南木曽町告示第53号

　
南木曽町新築住宅等奨励金交付要綱を次のように定め、令和８年４月１日から適用する。

令和８年８月31日

南木曽町長　向井　裕明
南木曽町新築住宅等奨励金交付要綱

（趣旨）

第１　この要綱は、移住定住化を図るため、住宅を取得した者に対し予算の範囲内で奨励金を交付することについて、南木曽町補助金交付規則(昭和36年南木曽町規則第19号) に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２　この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）　移住定住　本町の住民として永住の意思をもって居住し、本町の住民基本台帳に記録され、かつ、生活の本拠が本町にあることをいう。

（２）　住宅　居住を目的として基礎を有し、居室、台所、便所及び浴室の設備を有する課税床面積（延べ床面積）50平方メートル以上の家屋をいう。ただし、併用住宅の場合は延べ床面積の２分の１以上を居住の用に供しているものをいう。

（３）　取得　新築（工事費用の合計額が1,000万円以上）、購入及び増築（工事費用の合計額が500万円以上）により、現に居住している家屋部分以外の場所に新たに住宅を増加させることをいう。
（４）　３世代同居世帯　親、子及び孫等の３世代以上で構成される家族が同居している世帯をいう。
（５）　子育て世帯　出生の日から満18歳に達する日以後最初の３月31日までの間にある者がいる世帯をいう。

（６）　Ｕ・Ｉターン世帯　南木曽町外から転入した者がいる世帯をいう

（７）　新規就業者等のある世帯　事業所等に新規就業した者（パート雇用者を含む。）及び障がい者就労支援施設等の利用者として登録された者がいる世帯をいう。
（８）　土地取得を伴う世帯　本要綱の対象となる住宅の取得と合わせて住宅用地の取得をした世帯をいう。
（９）　町宅地造成事業地を購入した世帯　町が分譲する宅地造成地を購入した世帯をいう。
（10）　町内に主たる事業所を置く事業者が施工する世帯　町内に本社及び事業所を有する法人（支店、営業所等の場合は、常時従業員が勤務する事業所）又は個人事業者が施工する世帯をいう。
（11）　消防団員に該当する世帯　基本消防団員、機能消防団員又は入団予定者がいる世帯をいう。
（奨励金対象者）
第３　奨励金の交付対象者（以下「奨励金対象者」という。）は、次の各号全てを満たす者とする。
　（１）住宅を取得する個人で、本町に住所を有する者又は移住定住しようとする者

（２）移住定住後に、引き続き５年以上奨励金対象住宅に居住する意思のある者
（３）令和８年４月１日以降に住宅の取得（購入の場合は、前所有者が２親等内の親族でない者に限る。）をした者で、取得住宅の登記名義人（共有の場合は代表者）である者
（４）自治会に加入して、地域の行事に積極的に参加する意思がある者
２　奨励金の交付回数は、交付申請を行った同一世帯の者に対して1回限りとする。ただし、世帯分離の場合は対象とする。
３　次の各号のいずれかに該当する者は対象としない。

（１）　本人及び同一世帯員に市町村税及び使用料等の滞納がある者

（２）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）の者又は暴力団員と密接な関係を有する者

（３）　過去にこの要綱、南木曽町空家及び空店舗利活用推進補助金交付要綱（平成27年告示第36号）、南木曽町住宅リフォーム補助金交付要綱（平成23年告示第18号）又は南木曽町結婚新生活支援事業補助金交付要綱（令和２年告示第41号）等に基づく補助金による改修工事等に要する交付を受けている者

（奨励金の額）
第４　奨励金の額は、50万円とする。

２　前項の規定にかかわらず、住宅の取得が次の各号による世帯の場合は、各奨励金20万円（以下「上乗せ奨励金」という。）を加算して交付するものとする。

（１）　３世代同居する世帯
（２）　子育て世帯
（３）　Ｕ・Ｉターン者の世帯
（４）　新規就業者等のある世帯
（５）　土地取得を伴う世帯
（６）　町宅地造成事業地を購入した世帯
（７）　町内に主たる事業所を置く事業者が施工する世帯
（８）　消防団員に該当する世帯

（交付申請）
第５　奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、住宅を取得する日の属する年度において、南木曽町新築住宅等奨励金交付申請書 （様式第１号）に次に掲げる書類を添付し、町長に提出するものとする。

（１）　同一世帯員の住民票の写し（続柄が記載されたもの）
（２）　個人情報の閲覧に関する同意書（様式第２号）
（３）　同一世帯の町税等の納税証明書
（４）　建物登記事項証明書（土地の取得を伴う場合は、土地の登記事項証明書）
（５）　居住用面積を明らかにする図面及び計算書
（６）　工事施工契約書又は売買契約書の写し
（７）　建築確認申請書（建築工事届）の写し
（８）　定住誓約書（様式第３号）

（９）　共有代表者選定届（様式第４号）
（10）　前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類
（交付決定）
第６　町長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査し、交付の可否を決定するものとする。

２　町長は、前項の規定により交付の可否を決定したときは、南木曽町新築住宅等奨励金交付決定通知書(様式第５号)により申請者に通知するものとする。

（交付の確定）

第７　町長は、該当家屋が申請年度の翌年度における固定資産課税台帳への当該家屋の登録により、奨励金の交付を確定するものとする。
（奨励金の交付）
第８　町長は、前条の交付確定後、申請者が提出する南木曽町新築住宅等奨励金請求書（様式第６号）によって奨励金を交付する。

（奨励金交付の取消）
第９　町長は、奨励金の交付を受けた者が次の各号の一に該当した場合には、奨励金の交付を取り消すこととし、南木曽町新築住宅等奨励金不交付決定通知書（様式第７号）により通知するものとする。
（１）　提出書類において、虚偽の事実が認められた場合

（２）　この要綱の規定に違反した場合
（３）　その他町長が不適当と認めた場合
２　町長は、奨励金の交付を取り消したときは、期限を定めて、既に支給した奨励金の全部又は一部の返還を命ずることができる。

３　前項に規定する奨励金の返還については南木曽町新築住宅等奨励金返還通知書（様式第８号）により通知するものとする。

４　前項の規定により通知された者は、町長が定める期限までに奨励金を返還しなければならない。

（補則）
第10　この要綱告示に定めるもののほか、必要な事項については、町長が別に定める。
